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１１３ 男女共同参画社会の実現

【２０１０年度の目標】
個人の生き方、価値観が尊重されるなど男女平等についての意識改革が進み、実質的な男女
平等社会が実現しています。男女共にあらゆる分野に参画する機会が確保され、家庭、地域、
職場などにおいて男女共同参画が実現しています。また、男女共に多様な選択を可能とするた
めの条件整備が整っています。

項 目 基準年度の状況 年度実績 年度の目標 年度の目標1999 2001 2010

意識変革の推進 男女の固定的役割 意識の改革を推 男女の固定的役 意識変革が進み、
分担意識が存在し 進するため、フ 割分担意識がい 実質的な男女共
ます 年度) ォーラム等の各 っそう解消して 同参画社会が実。（1992

種施策を実施 います 現しています。

県の審議会への １５．６％ ２４％ ２５％以上 おおむね ５０％
女性登用率 （ 年６月）1997

１ 平成１１年度の取組
（１）平成１１年度の取組概要とその成果
男女共同参画をあらゆる分野で推進するため、民間主体の取組を一層促進する
とともに、関係部局が、横断的な取組を推進することにより、一体的な推進を図
る。
（生活部）
アイリス２１推進連携会議において 連携会議 トップセミナー等の開催や 地、 、 「
域に広がる女性センター事業」等の女性センター事業の実施により広く意識啓発
を行った。男女共同参画推進懇話会を設置し、条例制定に向けての検討を始め、
中間報告が３月にまとめられた。
県の審議会の女性委員の登用促進に努めた （平成１２年３月末には ）。 23.9%
働く女性を支援するためファミリーサポートセンターの設置促進に努めた。
（健康福祉部）
急増しているドメスティック・バイオレンス等、夫婦関係や家庭内において人
権が守られていない女性を対象に、婦人相談員等が指導助言を行うとともに、弁
護士による専門的な相談も実施した。
（農林水産商工部）
パートナーシップ指標の策定をするとともに、女性の登用促進を図り農業委員
が３名から１３名になった。積極的な社会参画推進者として農村女性アドバイザ
ーを９６名認定した。
（教育委員会）
意識変革を図るため「女性の人権」講演会を開催した。また、男女共生の教育
を推進するためのテキストを作成した。

（２）平成１１年度の取組に対する問題点
（生活部）
地域セミナー等、継続することで成果の上がる事業が多い。そのため県民が主
体的に取組み、波及効果が期待できる事業等を関係各課が継続して実施していく
ことが課題である。
（健康福祉部）
女性相談所での相談・保護件数の増加に伴う人的配置の整備が必要である。ま
た、複雑多様化する問題に対し適切に対応するため、他の専門的機関との連携が
必要である。
（農林水産商工部）
農山漁村女性の地域における方針決定の場への登用については、更に市町村、
関係団体の理解が必要である 「女性のつどい」講演会への男性の参加拡大を図る。
必要がある。



（教育委員会）
より多くの学校での男女共同参画社会を目指した取組が必要である。

２ 平成１２年度の取組と成果見込み
男女共同参画推進条例（仮称）の制定を目指し、制定に至る経過、制定後の普
及啓発を通じて男女共同参画社会実現へ向けて関係各課が連携して、施策を進め
るとともに、意識啓発を図る。
（生活部）
三重県男女共同参画推進条例 仮称 の制定を目指した取組のひとつとして 県（ ） 「
民の意見を聴く会 の開催 アイリス２１連携会議による トップセミナー や」 、 「 」 、
「アイリス２１フォーラム」女性センターの「フレンテフォーラム」農林水産経
営企画課の「農山漁村女性のつどい」の合同開催、条例制定後（予定）の普及活
動等を通じてさらに男女共同参画社会の実現が促進される。
（健康福祉部）
女性相談所での相談件数の増加に対応できる体制を整備し、人権侵害に対する
相談支援体制を充実させる。
（農林水産商工部）
「パートナーシップ指標」の目標達成に向けての具体的方策の検討と実行、漁
村アドバイザーの発足とアドバイザーの認定、農業委員の女性登用推進活動の支
援、家族経営協定の締結の推進、講演会の開催を通じて、農山漁村における男女
共同参画社会への促進を図る。
（教育委員会）
学習会、講演会を実施し、男女共同参画社会について理解、認識を深める。

３ 平成１３年度以降に向けての取組方向
男女共同参画社会基本法、男女共同参画推進条例（仮称 （予定）に基づき、男）
女共同参画社会の実現に向けて推進体制の強化を図り、連携協力のもとに施策を
効果的に実施していく。
（生活部）
・ １３年度中に基本計画を策定し、公表することを目指して、審議会での検討、
県民の意見を聴く会の開催を実施する。基本計画策定後は施策が速やかに実施さ
れるよう各部局に働きかけるとともに、連携及び総合的な調整をしていく。
・ 県庁内各部と連携して、女性職員の登用、審議会への女性委員の登用などを一
層進める。
・ 県民、事業者、各種団体と連携して効果的に事業を実施していくと共に、広く
啓発、周知、広報を行っていく。市町村に対しても基本計画策定への取組を要請
していくとともに、協力、支援をしていく。
・ 施策の実施状況について年次報告を行い、審議会において施策に対する評価を
行う。
・ 勤労者の、職場と家庭の両立を図るため、ファミリーサポートセンター設置の
促進を更に図る。セミナー等を開催し、育児休業制度、介護休業制度等について
周知し、その活用を促す。

（健康福祉部）
・ 急増しているドメスティック・バイオレンス対策として一時保護的な救済施設
をＮＰＯや民間団体と協働して設置し、地域で対応できる体制を整備する。
・ 延長保育や乳児保育、放課後児童クラブ等子育て支援対策を更に充実するよう
市町村に働きかけるとともに、活用できる事業を進めていく。
（農林水産商工部）
・ 農林水産業において重要な役割を担う女性が職業人として認められ地域社会や
経営のパートナーとして活躍できるよう「パートナーシップ指標 （農山漁村女性」
アドバイザーの育成、就業条件の整備、農業委員等役員への登用、定期的休日の
確保、農産物直売等女性起業家支援等）目的達成に向けて関係機関・団体の連携
により推進を図る。
（教育委員会）
男女の固定的役割分担意識を見直し、学校、家庭、地域等、のあらゆる場にお
いて、男女共同参画社会をめざすための教育を推進する。


